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概   要 

本研究では，地震動による支持地盤の液状化および津波作用時の支持力破壊検討，津波越流による地盤強

度の低下に伴う支持力破壊と支持地盤内に発生する透水力による浸透破壊を対象に，破壊要因となる現象

の時刻変化にみた破壊プロセスを考察した。まず，地震動が作用すると支持地盤の過剰間隙水圧が上昇し

て液状化が発生し，防波堤が大きく沈下して，構造的に弱体化することがわかった。この状態で津波が来

襲すると，容易に越流を許してしまう可能性がある。また，地震動による過剰間隙水圧が消散しきれない

状態で津波外力および津波浸透が作用すると，支持力破壊に至る危険性が非常に高くなることがわかった。

さらに，支持地盤内には越流外力と透水力の複合作用により強度が低下することで，支持力破壊および浸

透破壊する可能性が高く，津波の継続的作用に伴って進行的に破壊する可能性を有することがわかった。 
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1. はじめに 

 

2011 年に発生した東日本大震災では，Mw9.0 の長周期

地震動が発生し，さらに，大津波を発生させ，北海道から

千葉県の広域に渡る太平洋沿岸域に甚大な被害をもたら

した。沿岸域では，外郭施設である防波堤等の海岸構造物

が湾内に侵入する津波を遅延させることで避難時間を延

長させるなど一定の防御・減災機能を果たしたが，多くの

構造物は大破してしまい，継続して来襲する津波に対して

耐波機能を喪失した。今後，発生が予想される東海・東南

海・南海地震では，関東・中部・関西の三大工業地帯を含

む太平洋ベルト地帯の重要港湾が多数あり，また，沿岸域

に沿って人口が密集しているため，津波により被害が生じ

た場合，我が国の経済に深刻な問題を発生させる恐れがあ

る。そのため，被害を最小限に抑える対策は急務と考える。

特に，ハード対策については，東日本大震災における沿岸

構造物の被害状況の把握と被害メカニズム解明を早急に

行い，抜本的な対策を検討する必要がある。 

例えば，外郭施設である防波堤に焦点をあてると，東日

本大震災における被害形態 1)として， 1) 津波波力型，2) 

引波水位差型，3) 越流洗掘型，4) 堤頭部洗掘型の４つに

分類できる。これらの分類から，考慮すべきキーワードと

して，津波外力の規模，越流，引き波，地盤の洗掘が挙げ

られる。特に，津波越流による流体衝撃力や渦，乱流によ

る地盤洗掘現象については，これまでに研究事例が少なく，

現象を検討する必要性が高い。また，巨大地震災害を対象

とした場合には，海溝型地震特有の長周期成分を含む，長

時間作用し続ける地震動と，津波力の作用を想定した複合

外力作用下の安定性を検討する必要があると考える． 

そこで，本稿では以前より実施してきた，混成堤を対象

とした津波による浸透問題や支持力破壊等の地盤工学の

視点から捉えた検討結果 2), 3), 4)を踏まえて，海溝型地震津

波を想定した際の地盤液状化による地震被害およびその

後に来襲した津波力作用に伴う混成堤の支持力破壊に対

する安定性について，複合外力作用に伴う混成堤の不安定

化を検討した．また，津波外力については，越流水塊の作

用および捨石マウンド・支持地盤への浸透作用に着目した

支持地盤への外力と内力の複合的作用による不安定化に

ついて検討したので報告する。検討にあたり，津波力によ

る地盤－構造物への影響を粒子法である SPH 法 5), 6)，地震

動・液状化については弾塑性構成式による土水連成有限要

素解析 7)を用いた． 

 

2. 海溝型地震による長周期地震動が作用する混成

堤の支持地盤不安定化に起因した被害 

 

2.1 検討概要 

海溝型地震による長周期地震動を対象とし，混成堤構造

における被害メカニズムについて検討した。混成堤とは，

我が国において軟弱地盤上に防波堤を施工するために多 



図 1 動的解析に用いた検討断面；(a)全領域，(b)混成堤断面 

 

表 1 動的解析に用いた地盤材料パラメータ 

 

図 2 入力地震動；(a)EQ-Case1，(b)EQ-Case2 

 

図 3 地震終了直後および地震発生 90 分後の過剰間隙水圧比分

布；(a)EQ-Case1，(b)EQ-Case2 

 

 

く用いられている床掘り・置換砂工法によって施工された

支持地盤上に，捨石マウンドおよびケーソンを据え付けた

構造である。解析断面および混成堤断面を図 1に示す。動

的解析は，回転硬化型弾塑性構成式 Cyclic mobility model

による土水連成有限要素解析プログラム｢DBLEAVES｣を

用いた． 

 

2.2 解析条件 

境界条件は，静的解析時においては，下部を x, z 方向の

変位を固定，側面は x 方向の変位を固定している。動的解

析時においては，下部を x, z 方向の変位を固定，側面は等

変位境界とした．水理条件は，下面および側面は非排水境

界，上面は排水境界とした。 

解析パラメータとして，As 層を緩い砂層，Ac層を緩い

粘土層と想定し，過去に実施した豊浦砂および藤の森粘土

の解析例を参照して決定した(表 1)。また，基盤層である

Ds 層および防波堤および捨石マウンドは弾性体材料と仮

定して検討している。 

入力地震動は，岐阜大学・杉戸真太教授よりご提供頂い

た想定される東海・東南海・南海 3連動による地震動波形

および内閣府中央防災会議により 2012 年以前に提示され

た想定地震動を用いた（図 2）。本稿では，前者をEQ- Case1，

後者を EQ-Case2としている。 

 

 

 

Parameter As Ac 

Compression index λ 0.050 0.130 

Swelling index κ 0.006 0.026 

Stress ratio at critical state Rf 3.650 3.500 

Void ratio (p'=98kPa on N.C.L) N 0.870 0.920 

Poisson's ratio ν 0.300 0.400 

Degradation parameter of 

overconsolidation state 
m 0.100 2.200 

Degradation parameter of 

structure 
a 2.200 0.100 

Evolution parameter of anistropy br 1.500 0.100 

Density [t/m3] 

(under water [t/m3]) 
ρ 

1.800 

(0.800) 

1.680 

(0.680) 

Initial structure R0* 0.800 0.600 

Initial degree of 

overconsolidation 
1/R0 2.500 1.500 

Initial anisotropy ζ0 0.000 0.000 

Coefficient of permeability [m/s] k 1.000E-04 1.000E-09 
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図 4 防波堤天端における鉛直沈下量；(a)地震発生 t=0s から

t=500sまで，(b)地震発生 t=0sから t=10 時間まで 

 

2.3 解析結果 

2.3.1 過剰間隙水圧比分布の変化 

図 3(a)に EQ-Case1，図 3 (b)に EQ-Case2における地震終

了後と地震発生 90分後の過剰間隙水圧比を示す。 

EQ-Case1および EQ-Case2ともに，地震終了後に表層の

粘土地盤および各砂層地盤において，過剰間隙水圧の上昇

により過剰間隙水圧比が 1.0近くまで上昇している。特に，

防波堤下の置換砂においては，防波堤および捨石マウンド

による上載荷重が少ない箇所で過剰間隙水圧比が 1.0とな

り，液状化に至っていると考えられる。また，粘土地盤で

も水圧の上昇が見られ，過剰間隙水圧比が 0.6程度まで上

昇している。 

地震発生 90 分後には，砂層において，発生した過剰間

隙水圧の消散による過剰間隙水圧比の減少が見られるも

のの，依然として過剰間隙水圧が高く地盤が不安定な状態

が続いていることがわかる。防波堤下の置換砂では，過剰

間隙水圧比が約 0.5～0.6程度である。また，粘土層におい

ても，過剰間隙水圧比が比較的高い状態が続いている。 

2.3.2 防波堤の沈下 

図 3 に EQ-Case1 および EQ-Case2 の防波堤天端におけ

る沈下量の経時変化を示す。図 3(a)は地震動載荷開始を t 

=0として，加振中を含めた t=500sまでを示し，図 3 (b)は

地震動載荷開始を t=0として，t=10hoursまでを示している。 

図 3 (a)に着目すると，EQ-Case1では地震波形に従って，

t=0～50s，50～100s，100～200s の三段階によって沈下が

進行している。加振終了後の t=200s時には，沈下量が約 

図 5 津波解析のための解析断面 

 

表 2 津波解析における解析ケース 

 

1.050m となった。一方で，EQ-Case2 では最大加速度とな

る t=50sより急激に沈下が進行し，加振終了後の t=163s時

には，沈下量が約 0.966mとなった（図 3 (b)）。 

その後，地震発生 90分後の沈下量はEQ-Case1で-1.200m，

EQ-Case2 で-1.140m 程度，また，地震発生 10 時間後の沈

下量は EQ-Case1で-1.290m，EQ-Case2で-1.190m程度まで

沈下した。 

 

3. 地震動による沈下および過剰間隙水圧の変動を

考慮した津波外力作用時の支持力破壊検討 

 

3.1 検討概要 

地震による防波堤の沈下および支持地盤の過剰間隙水

圧変動を考慮した，防波堤に津波力が作用した際の支持力

破壊に対する安全性を検討する。検討に用いた解析手法に

ついては，参考文献 2)，3)に詳しい。本研究では，前項に

おいて検討した動的解析による結果（EQ-Case1 のみ）を

用いている。ただし，本検討では，初期水位 H.W.Lに地震

発生 90分後の防波堤天端の沈下量（-1.200m）を加えるこ

とで，地震動による変形を表現した。また，津波解析にお

いては，構造物，捨石また地盤は変形しないものとする。

ただし，捨石および支持地盤については，適当な透水性を

与えた多孔質構造となっている。 

津波外力は沖に水位差を設けて水塊を設定し，Dam 

breakによる段波津波を発生させて，防波堤に作用させた。

ただし，越流量を変化させて，その影響について考察する

ため，初期の水位差Δh=4.2，6.5，8.2mに設定した。各解

析ケースを表 2に示す。 

 

 

CASE 

地震によ

る防波堤

の沈下 

初期 

水位差 
越流 支持力破壊 

Case1-1 

防波堤の

沈下あり 

8.2m 大 

波力のみ 

Case1-2 
波力＋地震による残留過

剰間隙水圧＋津波浸透力 

Case2-1 

6.5m 小 

波力のみ 

Case2-2 
波力＋地震による残留過

剰間隙水圧＋津波浸透力 

Case3-1 

4.2m なし 

波力のみ 

Case3-2 
波力＋地震による残留過

剰間隙水圧＋津波浸透力 

Case4 
防波堤の
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8.2m 大 波力のみ 

Case5 6.5m 小 波力のみ 

Case6 4.2m なし 波力のみ 
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図 6 支持力破壊に対する余裕度変化（Case1-1, Case1-2 および

Case4） 

図 7 支持力破壊に対する余裕度変化（Case2-1, Case2-2 および

Case5） 

図 8 支持力破壊に対する余裕度変化（Case3-1, Case3-2 および

Case6） 

 

3.2 支持力破壊に対する検討 

支持力に対する強度の算出は，港湾設計指針 8)の簡易ビ

ショップ法を参照し，次式により支持力余裕度を求めた。 
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ここに，cd：見かけの粘着力[kN/m2]，S：分割片の幅[m]，

Wd'：単位長さ当たりの分割片の有効重量[kN/m]，qd：分割

片上部からの鉛直荷重[kN/m]，φd：内部摩擦角[°]，θ：

分割片底面が水平面となす角度[°]，Wd：単位長さ当たり

の分割片の全重量[kN/m]，PHd：円弧滑りの滑り円内の土

塊への水平作用力[kN/m]，a： PHd の作用位置の円弧滑り

の滑り円中心からの距離[m]， R：円弧滑り円の半径[m]

である。本計算においては，見かけの粘着力はないものと

している（cd=0）。 

本検討では，式(1)の波力による評価に加えて，スライス

地盤内の過剰間隙水圧変動（地震により発生した過剰間隙 

(a) 

(b) 

図 9 港湾における津波流動場のモデル化；(a)解析全断面；(b)混

成堤と間隙水圧抽出箇所および円弧滑り線 

 

水圧（t=90分時の値）と津波による地盤内浸透力を加算し

た値）を考慮し，スライス土塊の有効重量を可変して評価

した結果を示す。 

図 6～8 に各検討ケースにおける支持力に対する余裕度

の経時変化を示す。すべての図において，黒実線は健全な

防波堤に対して波力のみを考慮した場合，青点線および赤

一点鎖線は地震動による防波堤の沈下を考慮して，前者は

波力のみを用い，後者は波力に加え，地震液状化による地

盤剛性低下，地盤内浸透力を考慮したものを示している。 

各ケースとも健全時の場合と地震動による防波堤沈下

を考慮した場合では，差ほど大きな違いはないことがわか

る。しかし，地震動による支持地盤の残留過剰間隙水圧お

よび津波作用時の波力と津波透水力を考慮した場合では，

支持力に対する強度が低く，特に初期の段波圧作用時に支

持力破壊に至る可能性が高くなることがわかった。 

一方で，越流による影響については，防波堤が地震動に

より沈下したことで防波堤背後の水位が高く，さらに，防

波堤の断面構造上，越流水の背後への入射角度が鈍角であ

ったため，背後地盤への影響はあまりみられなかった。 

 

4. 越流・浸透による支持地盤の破壊プロセス 

 

4.1 解析検討の概要 

前章までと同様に混成堤を対象として，解析領域の全断

面および混成堤断面を若干変化させ，越流および浸透に対

する支持地盤の安定性について検討した。図 9(a)には，解

析全領域を図 9(b)には混成堤断面と支持地盤内の間隙水

圧の計測箇所および支持力に対する安全性を検討するた

めに用いた円弧滑り線を示したものを示す。 

津波は前章と同様にDam breakによる段波津波を発生さ

せた。また，初期水位差 ∆h=0.96，6.40m に設定し，越流

の有無による検討を行った。捨石および支持地盤には適当 
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図 10 越流時における防波堤背後地盤の鉛直動水勾配分布(左

図；越流なし，右図；越流あり) 

 

図 11 防波堤背後地盤の鉛直・水平方向の動水勾配変化（G1-G2

間・G2-G3 間：垂直方向，F2-G2 間：水平方向） 

 

な透水性を与え，津波浸透が発生できる構造となっている。 

 

4.2 解析結果 

4.2.1 越流による防波堤背後地盤への衝撃圧載荷と防

波堤背後地盤の鉛直動水勾配変化 

越流による防波堤背後地盤の影響を検討するため，鉛直

上向き動水勾配を算出した。動水勾配は，各間隙水圧抽出

箇所における過剰間隙水圧から求めた圧力水頭に位置水

頭を加えたピエゾ水頭を抽出箇所間距離で除して求めた。

越流作用時における海底地盤内の動水勾配分布を図 10 に

示す。ここで，正は上向き勾配を意味している。 

越流がない場合は，背後地盤の動水勾配の上昇が見られ

ない。越流がある場合は，防波堤直下から捨石マウンド法

先に至る地盤表層付近で動水勾配が 1.0まで上昇した。ボ

イリング現象が発生する限界動水勾配 icr は，限界動水勾

配に達するまでの浸透流が Darcy 則に従うとすると，おお

よそ icr=0.7～1.0 となる 9)。本解析においても，支持地盤

においては，Darcy 則に従った土水連成解析を行っている

ことから，支持地盤が液状化に似た状態になると考えられ

る。 

次に，防波堤直下および港内側の防波堤後趾付近におけ

る鉛直上向きおよび水平方向の動水勾配の経時変化を図

12に示す。 

防波堤下から後方の支持地盤で，越流による水塊が作用

する時刻（t=11～12 秒）以前の t=9 秒程度より F2-G2 間

の水平動水勾配が上昇し，防波堤背後へと浸透流が発生す

ることがわかる。また，同時刻の t=9～10 秒前後にかけて

鉛直上向きの動水勾配も上昇していることから，越流水塊

が作用する以前において，支持地盤が透水力を受け浸透破 

図 12 支持力破壊に対する安定性の検討；(a)津波圧による単位奥

行き当りのモーメント，(b)防波堤の支持力に対する余裕

度の経時変化 

 

図 13 支持力に対する余裕度と水平方向（F2-G2 間）の動水勾配

変化のクロスプロット 

 

壊する可能性がある。 

4.2.2 支持力破壊に対する検討 

越流の作用に伴い，防波堤背後地盤が強度低下すること

がわかった。よって，防波堤に津波が作用している最中に

防波堤の支持力が低下することが想定されたため，次に，

越流に伴い発生する地盤内水圧変動を考慮した支持力破

壊に対する安定性を検討した。 

図 12 (a)に防波堤に作用した津波圧による単位奥行き当

りのモーメント，図 12 (b)に防波堤の支持力に対する余裕

度を示す。余裕度の算出については，3.2 と同様である。

また，地盤スライス内の過剰間隙水圧の上昇による地盤の

強度低下を考慮するため，地盤の有効重量から過剰間隙水

圧分(EPWP)を引いて算出した結果についても検討してい

る。 

越流が発生しないケースについては，支持力破壊を起こ

さない結果となったが，越流が発生するケースについては，

津波力の変動に従って余裕度も変動することに加え（図 

越流あり

t=16st=15s

越流なし

0.0 1.00.50.25 0.75

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50
-5.0
-4.0
-3.0
-2.0
-1.0
0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0

Duration time, t (s)

h
y
d
ra
u
li
c
 g
ra
d
ie
n
tt
, i

 G1-G2: Vertical
 G2-G3: Vertical
 F2-G2: Horizontal

(a)

(b)

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50
-200.0

-150.0

-100.0

-50.0

0

50.0

100.0

150.0

200.0

M
a
rg
in
 o
f 

b
e
ar
in
g
 c
ap
a
ci
ty
, 
(k
N
/m

)

Duration time, t (s)

 No overflow : Wave force
 No overflow : Wave force + EPWP
 Overflow : Wave force
 Overflow : Wave force + EPWP

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
1.8
2.0

Duration time, t (s)

M
o
m
en
t 
th
a
t 
ac
ts
 

o
n
 b
re
a
k
w
at
er
, M

 (
M
N
)

 Non overflow
 Overflow

-1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0
-400

-300

-200

-100

0

100

200

Horizontal hydraulic gradient, i

M
a
rg
in
 o
f 
b
e
a
ri
n
g
 c
a
p
a
c
it
y
 (
k
N
/m

)



9(b)；赤実線），ケーソン背後地盤における過剰間隙水圧の

発生に伴った強度低下により，支持力破壊に対する危険性

が一段と高くなることがわかる（図 9(b)；赤点線）。その

現象は，越流は発生する間（約 11 秒～32 秒），越流発生

後のケーソン背後の水位変動が生ずる間（約 32秒～40秒）

に大きく影響を及ぼしている。 

4.2.3 支持力余裕度と水平動水勾配のクロスプロット 

 本章で検討してきた支持力に対する余裕度と防波堤下

部から背後にかけて作用する水平方向の動水勾配（F2-G2

間）をクロスプロットし，破壊要因の影響度について検討

する（図 13）。 

越流が発生するような比較的大きな津波外力が混成堤

に作用する際，越流と同時にケーソン下の支持地盤内では

透水力も大きくなる。すなわち，支持地盤内においては，

越流による支持地盤上面からの作用に加え，内部からの浸

透を受けた複合外力により強度低下が促進される可能性

が非常に高いと考える。よって，ケーソン下の支持地盤の

変形問題については，この影響を考慮を十分に考慮する必

要がある。 

 

5. 結言 

本研究では，地震動による支持地盤の液状化および津波

作用時の支持力破壊検討，津波越流による地盤強度の低下

に伴う支持力破壊と支持地盤内に発生する透水力による

浸透破壊を対象に，破壊要因となる現象の時刻変化にみた

破壊プロセスを考察し，次の結果を得た。 

1) 長周期地震動が作用した場合，砂質地盤では，過剰間

隙水圧の上昇により液状化に至る可能性が非常に高い。

また，粘土地盤においても，過剰間隙水圧が発生し，

これらの影響に伴って，防波堤は大きく沈下すること

がわかった。また，粘土地盤で発生した過剰間隙水圧

は消散に時間を要するため，長期に渡り，沈下が発生

する可能性がある。防波堤が沈下すると，越流を容易

に許してしまい，背後への津波侵入量が大きくなるこ

とが懸念される。 

2) 地震動により発生した過剰間隙水圧の消散途中で，津

波が来襲し防波堤に作用することが考えられるが，こ

の際には，支持地盤内の間隙水圧が高く，不安定な状

態にあり，防波堤の滑動・転倒に加えて，津波外力を

受けて支持力破壊に至る可能性が高い。 

3) 越流した津波の防波堤背後への流動挙動（背後海面へ

の流入角度，速度など）によっては，防波堤背後地盤

に越流水塊が作用し，比較的流速が速い水塊が作用す

ることにより，背後地盤内に過剰間隙水圧が発生し，

上向きの動水勾配により支持地盤が液状化に似たよう

な状態となりうることがわかった。これに伴い，より

一層支持力破壊に至る可能性が高くなることがわかっ

た。さらに，越流と同時にケーソン下の捨石マウンド

および支持地盤内では津波浸透に伴って透水力が作用

し，浸透破壊に至ることが考えられる。これにより，

越流による支持地盤上面からの作用に加え，内部から

の浸透を受けた複合外力により，洗掘現象等により地

盤変状が一層進行する可能性が高いことが懸念される。

よって，越流による背後地盤の洗掘対策に加え，ケー

ソン下部の浸透破壊対策も十分検討する必要がある。 

今後は，地盤の変状プロセスを加味した解析検討に基づ

いて（例えば，図 14），より詳細なケーソンの破壊メカニ

ズムを分析し，抜本的な対策を提案する． 

 

 

図 14 地盤変状有無に伴ったケーソンの破壊プロセス（左：滑動

によるケーソンの移動，右：地盤変状に伴ったケーソンの

支持力破壊） 
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